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研究要旨 成人期の発達障害者，特に成人期になってから診断を受けた発達障害者の地域生

活支援は十分ではない。3 ヵ年に亘る本研究では，成人期以降の発達障害者に対する効果的

な支援サービス構築のために必要となる基礎的な情報を収集し，成人の発達障害者を支援す

る現行システムの問題点や改善点を検証することを目的とした。平成 24 年度には，すでに

成人期以降の発達障害者の生活支援や就労支援の取り組みを模索している横浜市と滋賀県，

それに名古屋の NPO 法人アスペ・エルデの会の 3 箇所での実際の取り組みの評価をしつつ，

発達障害のある成人の地域生活支援における支援ニーズや医療的ニーズの実態把握のため

の調査を行った。平成 25 年度には，成人期以降の発達障害者が利用する専門支援機関が提

供する支援・指導に関する実態把握調査，一人暮らしやグループホーム(GH）で生活してい

る成人の発達障害者に認められる生活面での問題に関する調査を実施した。平成 26 年度は，

自閉スペクトラム症（以下，ASD）の成人を対象として，障害支援区分判定の妥当性，Quality 

of Life（以下，QOL）と適応・不適応行動との関連，成人の ASD 者における適応行動および

日常生活スキルとメンタルヘルスの関連についての調査を実施し，これまでの本事業で得ら

れた知見を踏まえ，成人発達障害者が自立した生活で直面しやすい課題，その課題に対して

提供されるべき支援の内容や方向性に関するガイドラインを作成した。3 ヵ年に亘る調査研

究から，主に以下の点が明らかになった。①ASD を含む発達障害の診断を受ける成人の多く

は，現在，親と同居するなど生活支援を適宜受けられる状況にあるが，親亡き後の生活では

一人暮らしを希望している(平成 24 年度調査)。②成人の発達障害者の日常を熟知している

GH 等の支援者や親からの聴き取り調査の結果，成人の発達障害者が示す日常生活スキルなど

の適応行動は，同じ発達段階にある一般成人が示す適応行動と比較すると，著しく低いレベ

ルにあり,日常生活に関する様々な問題・課題が散見される（平成 25・26 年度調査）。③成

人の発達障害者やその家族に支援を提供する全国の専門機関では，生活面に関する相談の頻

度が多いものの，生活スキルに関する支援・指導を行っている施設は少なく，十分な人材・

スタッフ育成もなされていない(平成 25 年度調査)。④成人の発達障害者におけるメンタル

ヘルスの問題は深刻である(平成 24・26 年度調査)。これらから，現行制度で行われている

就労支援と同様に，成人発達障害者に対して日常生活スキル等の適応行動に関するトレーニ

ングを全国規模で実施する施策とともに，成人の発達障害者におけるメンタルヘルスの悪化

の遷延化を防ぐための施策の実施が急務であると思われる。 
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A. 研究目的 

成人期の発達障害者，特に，成人期に

なってから診断を受けた発達障害者の地

域生活支援は十分ではない。発達障害者

と向き合う福祉現場にあっては，高度な

支援技術や専門的知識を有した人員体制

の確保が必要となるのだが，その受け皿

整備がほとんど進んでいないのが現状で

ある。自閉症スペクトラム障害(Autism 

Spectrum Disorders；以下，ASD)の成人は，

社会性の障害から他者との共同生活は難

しいことが少なくない。感覚過敏性の問

題や興味やこだわりなどから，自分自身

の居住空間を求める人が多い。加えて，

社会性障害による一般常識の不足に加え

て，こだわりや不安，不器用などで，独

り暮らしにおける困難は大きい。余暇支

援は，地域の中で誰とつながって暮らし

ていくのかを考える上で重要な視点だが，

十分な実態把握も行われていない。どこ

で，どういうサポートを受け，誰とつな

がりながら地域生活をしていくのかとい

う点に関して，十分に当事者たちのニー

ズを把握し，そうした実態把握に基づい

て，実際の支援のあり方を提案し，障害

者福祉サービス体系で（精神疾患合併な

どへの）予防的な支援のありようを明確

にしていくことが本研究の目的である。

具体的には，すでに成人期以降の発達障

害者の生活支援や就労支援の取り組みを

模索している横浜市と滋賀県，それに名

古屋に拠点を置くNPO法人アスペ・エル
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デの会の3箇所での実際の取り組みの評

価をしつつ，効果的かつ実用的な障害者

福祉サービスメニューの提案を目指す。 

本研究により，成人期の発達障害者の

支援ニーズを適切に把握することができ

れば，成人期の発達障害者に適切な支援

サービスを提供することを通じて，適応

的な生活スキルの習得や就労を促進すす

ることができよう。その結果として，現

在生活保護を受給している成人の発達障

害者の一部が納税者となり，支援サービ

スの効果が社会に還元されることが期待

される。一方，安定就労している成人期

にある発達障害の人たちにとっても，余

暇などより包括的な支援を行うことで，

二次障害の抑止など予防的な効果が期待

できる。さらに，相談支援や生活支援で

の独り暮らしへの準備教育を受けること

で，親亡き後等にも引きこもりや路頭に

迷うことなく，地域移行して暮らしてい

ける発達障害者が増えることが期待でき

る。こうした支援モデルは，ノーマライ

ゼーションを推進していくだけではなく，

納税者を維持していく意味でも効果を期

待され，新しい支援のモデルを構築して

いくことにつながると考える。 

3年計画の1年目である平成24年度は，

発達障害のある成人を対象とした生活支

援におけるニーズ調査や医療的ニーズの

実態調査と，各地域で既に実践されてい

る発達障害者の地域生活支援の取り組み

の分析を行い，次年度以降の効果的な支

援サービス構築のための基礎的な情報を

収集することを目的とした。2年目である

平成25年度は①成人期以降の発達障害者

やその家族が利用する公的な専門機関が

提供している支援や指導，スタッフに対

する人材育成のための研修などに関する

実態把握すること，②一人暮らしを行っ

ている成人の発達障害者を対象として，

一人暮らしをする上での困難や問題を面

接調査により明らかにすること，③グル

ープホームの支援者を対象として，グル

ープホームに居住している発達障害者に

認められる生活面での困難，および支援

者が直面している問題を明らかにするこ

とを目的とした。3年計画の最終年にあた

る平成26年度は，自閉スペクトラム症の

成人が認定されている障害支援区分の妥

当性に関する検証，自閉スペクトラム症

の成人におけるQuality of Lifeと適応・

不適応行動との関連に関する検証，成人

ASD者におけるメンタルヘルスの状態と

適応行動および日常生活スキルとの関連

に関する検証を目的とした。さらに，最

終年ということを鑑み，これまでの調査

から成人期の発達障害者の生活課題を整

理するとともに，生活の目標となる基準

と支援の内容や方法についてガイドライ

ンとしてまとめることを目的とした。 

 

B & C 研究方法および研究結果 

1. 成人期以降の発達障害者の日常生活

における支援ニーズおよび精神的健康

状況に関する実態把握（辻井正次・萩原

拓・鈴木勝昭） 

本研究では，成人期（18 歳以降）の発

達障害者を対象として，どのような日常

生活を送っているのかの実態把握（余暇

を含む），どのような生活を送りたいと考

えているかについての希望やニーズの把

握，抑うつや不安などの精神的健康状態
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に関する実態把握を目的とした調査を実

施した。 

調査の結果，成人期の発達障害者には，

一人暮らしを望む人たちが半数近くいる

が，彼らは一人暮らしに対する心配を持

っており，サポートが欲しいと考えてい

ることが明らかとなった。 

さらに，就職状況については半数以上

が就職していないということが分かった。

就職している場合でも，その平均収入が

約 85,000 円であり，一人暮らし等の生

活を維持していくには収入が少ない実態

が明らかとなった。福祉制度の利用に関

しては，ほとんどの人が手帳を取得して

おり，約半数が障害年金を受給していた

が，一方で，障害者自立支援法つなぎ法

などの制度については「知らない」とい

う人が少なくなく，既にある制度も利用

できていないケースがあることが明らか

となった。 

精神的健康状況に関する項目の検討か

ら，成人期の発達障害者の中には，精神

疾患を合併している可能性がある人が多

いことが明らかとなった。成人期の発達

障害と精神疾患の合併は，その予後を悪

化させる可能性が考えられ，精神医学的

なサービスの充実が求められる。 

以上の結果より，一人暮らしを希望す

る発達障害者への支援ニーズや精神医学

的なサポートを受けられる制度の必要性

が示唆された。成人期の発達障害者のた

めの，一人暮らし支援を含む地域生活支

援を充実させるために必要な支援ニーズ

や現状が明らかとなり，今後の支援施策

への示唆が得られた。 

 

2. 成人期の発達障害者に対する地域生

活支援の実践における成果と課題（肥後

祥治・岸川朋子） 

本研究では，将来的に全国で実施でき

るような成人期の発達障害者の支援モデ

ルを構築するために，滋賀県と横浜市で

実施している成人期の発達障害者に対す

る地域生活支援の取り組みを通して，そ

の実践内容と成果および課題を分析した。 

滋賀県（発達障害者自立生活支援シス

テム構築事業：以下ジョブカレ）と横浜

市（発達障害者サポートホーム運営事

業：以下サポートホーム）では，成人期

の発達障害者に対する地域生活支援とし

て，発達障害者の一人暮らしを支援する

取り組みを実施している。滋賀県と横浜

市の取り組みは，発達障害者の地域生活

支援は十分でないと言われている中で，

発達障害者に暮らしの場を提供し，ひと

り暮らしを見越したアセスメントや支援

を行っているという点について類似して

おり，今回，共同で研究を行っていく中

で，両者の支援内容を出し合い，発達障

害者の地域生活支援の共通点を探ってい

った。その結果，記録の活用・スキル提

供・スケジュール提示などは比較的取り

組みやすい支援であるが，マニュアル化

しにくい支援や本人に困り感があまりな

いものの支援は取り組みとして定着しに

くいことが明らかとなった。 

また，「人とのかかわり」の支援は，特

に支援の難しさが際立っており，発達障

害者のコミュニケーション部分の難しさ

があらわれていた。いかに支援者が困っ

たときに頼りになる存在になれるかによ

って，入居者のニーズの発信の度合いも
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変わってくるし，支援者のニーズを受け

止められる幅も変わってくる。支援者に

求められるものをまとめていく作業も，

今後の課題として明らかとなった。 

 

3. 名古屋市での一人暮らしに対する支

援ニーズ把握のための取り組み（辻井正

次） 

本研究では，将来的に全国で実施でき

るような成人期の発達障害者の支援モデ

ルを構築するために，特定非営利活動法

人アスペ・エルデの会における地域生活

支援の取り組み（ライププランニングの

プログラム，一人暮らし支援）を通して，

その実践内容と成果および課題を分析し

た。 

NPO 法人アスペ・エルデの会では，一

人暮らしや親のサポートを受けなくても

生活できるような居住についてのサポー

トを考え，ライフプランニングというプ

ログラムを設けている。このプログラム

では，一人暮らしをする上で必要なスキ

ル，情報，費用などについての勉強会と

実習を行っている。このプログラムの実

践から，発達障害のある成人は，生活に

必要な一つひとつのスキルは身に付いて

いても，計画を立てて見通しを持って行

動すること（毎日メニューを考える，数

日分の買い物をする等）に困難さを感じ

ていることが明らかとなった。 

また，アスペ・エルデの会に所属する

４名を対象として，一人暮らしを体験す

る上でどのようなサポートを行えばよ

いかを検討した。その結果，生活を行う

上で必要なことを知識として知らない

ということを確認していくことの必要

性や，一人暮らしをしていても困った時

には相談できる人を確保することの重

要性，現行の支援サービスにはないよう

なタイムリーな訪問支援，生活スキルに

関する学習の機会が，発達障害者にとっ

ても利用しやすい支援になることが示

唆された。 

 

4．専門支援機関における成人期以降の

発達障害者／その家族の相談状況およ

び生活スキルへの支援状況に関する実

態調査（辻井正次・萩原 拓・鈴木勝昭・

肥後祥治） 

本研究では，成人期以降の発達障害者

が利用する各支援機関(発達障害者支援

センター，障害者就業・生活支援センタ

ー，精神保健福祉センター，ジョブカフ

ェ，若者サポートステーション)を対象と

して，成人期以降の発達障害者もしくは

その家族から持ち込まれる相談，各機関

の支援者が聞き取る情報，各支援機関に

おける人材教育の実施，各支援機関が成

人の発達障害者に提供する生活スキルの

支援・指導に関する実態調査を行った。 

成人期以降の発達障害者およびその家

族が利用できる，もしくは支援を受ける

ために利用すると思われる全国の専門支

援機関を対象とした。具体的には，各都

道府県の発達障害者支援センター（87機

関），精神保健福祉センター（69機関），

障害者就業・生活支援センター（318機

関），ジョブカフェ（87機関），若者サポ

ートステーション（162機関；以下，サ

ポステ），計723機関に調査紙を送付した。

その内の207機関（回収率28.63％，発達

障害者支援センター：53機関，精神保健
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福祉センター：42機関，障害者就業・生

活支援センター：47機関，ジョブカフェ

／サポステ：65機関）が本研究への協力

を了承し，調査項目（詳細は後述）に回

答した。 

調査項目は，成人期以降の発達障害者

もしくはその家族から受けた相談内容，

支援に向けて来談者から聞き取る情報，

機関スタッフに対する人材教育の現状，

相談者を対象とする生活スキルトレーニ

ングの実施状況とその必要性，フォロー

アップ支援の現状に関する内容であった。

具体的な項目内容は以下に示す。 

（１） 相談のために各機関に訪れた成

人期以降の発達障害者またはその家族に

よる 2012 年度の相談件数，その人数，

全体の相談件数に対する成人期以降の発

達障害者またはその家族の相談件数の割

合。 

（２） 来所した成人期以降の発達障害

者またはその家族からの相談内容（金銭

管理，食事，身だしなみ，洗濯，掃除，

交通／移動手段，スケジュール管理，生

活リズム，服薬管理，余暇活動，危機管

理（インターネット被害，消費者被害な

ど），嗜好品管理（酒，タバコなど），人

とのかかわり（職場の同僚，地域住民相

手など），社会的適応を妨げる行為（迷惑

行為など），その他）。 

（３） 相談を行う際，自機関で相談を

受けるのか，それとも他機関を紹介する

のかについて。 

（４） 来所する成人期以降の発達障害

者およびその家族から聞き取る情報（金

銭管理，食事，身だしなみ，洗濯，掃除，

交通／移動手段，スケジュール管理，生

活リズム，服薬管理，余暇活動，危機管

理（インターネット被害，消費者被害な

ど），嗜好品管理（酒，タバコなど），人

とのかかわり（職場の同僚，地域住民相

手など），社会的適応を妨げる行為（迷惑

行為など），精神医学的問題，発達障害な

どの発達特性，専門機関への受診歴，そ

の他）。 

（５） 所属機関の職員やスタッフを対

象とする人材教育のための研修等の実施

状況，実施している場合には，その実施

場所と実施内容。 

（６） 来所する成人期以降の発達障害

者を対象とする一人暮らしに向けての訓

練やサービスの提供についての現状と，

その実施機関。 

（７） 来所する成人期以降の発達障害

者への支援として，生活スキルに関する

支援や指導の実施状況（金銭管理，食事，

身だしなみ，洗濯，掃除，交通／移動手

段，スケジュール管理，生活リズム，服

薬管理，余暇活動，危機管理（インター

ネット被害，消費者被害など），嗜好品管

理（酒，タバコなど），人とのかかわり（職

場の同僚，地域住民相手など），社会的適

応を妨げる行為（迷惑行為など），実施し

ていない，その他）。 

（８） 来談した成人期以降の発達障害

者に対して，以下の生活スキルへの支援

や指導の必要性（金銭管理，食事，身だ

しなみ，洗濯，掃除，交通／移動手段，

スケジュール管理，生活リズム，服薬管

理，余暇活動，危機管理（インターネッ

ト被害，消費者被害など），嗜好品管理（酒，

タバコなど），人とのかかわり（職場の同

僚，地域住民相手など），社会的適応を妨
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げる行為（迷惑行為など），必要性を感じ

ない，その他）。 

（９） 相談者（成人期以降の発達障害

者やその家族）に対してのフォローアッ

プ支援・サービスの実施状況。 

 

 相談件数には差が認められなかったも

のの，相談者数に有意な群間差が認めら

れ，発症障害者支援センターは障害者就

業・生活支援センター，精神保健福祉セ

ンターよりも成人期以降の発達障害者も

しくはその家族が多く来所し，さらにジ

ョブカフェ／サポステは精神保健福祉セ

ンターよりも成人期以降の発達障害者も

しくはその家族が多く来所していること

が示された。 

 来所する成人期以降の発達障害者もし

くはその家族から持ち込まれる相談は，

いずれの支援機関でも「人とのかかわり」

に関する相談が多い状況にあった。いず

れの支援機関でも，半数以上の施設で生

活リズム，人とのかかわり，精神医学的

問題，発達特性，専門機関への受診歴が

聴取されていた。 

 人材育成研修に関しては，どの支援機

関においても6割以上の施設で人材育成

に向けた研修が実施されていた。その実

施場所は，発達障害者支援センター，精

神保健福祉センター，およびジョブカフ

ェ／サポステは同じ傾向を示しており，

自機関もしくは自機関と他の機関の両方

で研修を実施している機関が多かった。 

 成人の発達障害者に対する一人暮らし

に向けた訓練に関しては，概して，各支

援機関での一人暮らしに向けた訓練を行

える場やサービスが充実している状況に

はなかった。障害者就業・生活支援セン

ターでは，約半数の施設で一人暮らしに

関する訓練が実施されていたが（53.2％），

障害者就業・生活支援センターの半数弱

の機関（44.7％），発達障害者支援センタ

ーの7割を超える機関（71.7％）では，そ

のような訓練やサービスは行っていなか

った。精神保健福祉センターでも同様の

傾向を示しており，半数弱の機関で

（45.2％）一人暮らしに向けた訓練は実

施されていなかった。 

 生活スキルへの支援・指導に関しては，

どの支援機関でも，人とのかかわりに対

する支援や指導が最も実施されており，

精神保健福祉センターを除く支援機関で

は，半数以上の施設で人とのかかわりに

関する支援・指導が実施されていた。ま

たどの支援機関でも，半数以上の施設で，

生活リズム，人とのかかわりに関する支

援や指導の必要があると感じていた。 

 

5. 成人発達障害者が入居する横浜市内

のグループホームにおける生活支援の

現状およびその課題（岸川朋子） 

 横浜市精神障害者地域生活支援連合会

の協力を得て，市内5カ所のグループホ

ームの世話人，生活支援員から発達障害

者を支援していく中で，「食事」「衛生管

理」「健康管理」「金銭管理」「人とのかか

わり」における課題，その他「過敏性や

不安定な行動を含めてうまくいった支援」

「大変さを解決するために必要と思われ

ること」についての項目をヒアリング内

容とした。 

 聞き取りを行ったグループホームの運

営形態は，3 ホーム（60％）は精神疾患
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を持つ成人が住居するグループホームで

あり，残りの 2 ホーム（40％）は知的障

害を持つ成人が住居するグループホーム

であった。１日の職員の配置（図 2）で

は，ほとんどのグループホーム（80％）

で，2 名以下であり，残りのグループホ

ームでも 2 名体制であった。 

 入居者に関しては，年齢層は主に 20

代（43％），30 代（43％）が中心であっ

た。1 名の ASD 者が入居しているグルー

プホームは 60％であり，残りのグループ

ホーム（40％）は 2 名の ASD 者が入居

していた。すべての入居者は障害支援区

分「２」もしくは「３」に位置づけられ

ており，半数以上（57％）は区分２であ

った。またすべての入居者は何らかの手

帳を有しており，障害年金の受給を受け

ていた。しかし，半数以上の入居者（57%）

が生活保護の受給を受けていなかった。

診断の状況に関して，明確に ASD の診

断を受けている入居者は 5 割弱（43%）

であったが，「ASD の疑い」まで含める

と，8 割を上回る入居者が ASD を示して

いた。また入居者全体の 14%は注意欠陥

／多動性障害の診断を受けており，ASD

と合わせると発達障害と診断されている

者はグループホームの入居者の半数以上

（57%）に上ることが明らかとなった。 

 上記した５つのグループホームの入居

者を支える支援者（世話人，生活支援員）

が感じている生活支援をする上での困難

さに関しては，約 4 割の支援者は入居者

が食事場面で「一方的に話し続けること」

を困難さとして挙げている。また最も多

くの支援者（44%）が，他の入居者との

トラブルを挙げている。職員とのトラブ

ルを合わせると，半数以上の支援者が問

題として挙げている（日中職員とのトラ

ブル 37％，グループホームの職員とのト

ラブル 19%）。支援者が回答した「問題

を解決するために必要なこと」に関して

は，強い傾向は認められないものの，最

も多い回答は専門機関や専門家の関与で

あった（専門機関による訪問およびアド

バイス 28%，専門機関のコンサルテーシ

ョン 28%，専門家による入居者との面接

16%）。 

 

6. 成人発達障害者が入居する滋賀県内

のグループホームにおける生活支援の

現状およびその課題（肥後祥治） 

 発達障害の診断のある者が利用してい

るグループホーム（以下，GH）の支援

者を対象に，聞き取り調査を行った。 

聞き取り調査を行った GH を利用して

いる(利用していた)発達障害者は男性が

2 名，女性が 1 名で，年齢は 30 代～40

代であった。診断は，アスペルガー症候

群が 2 名，統合失調症が 1 名であり，障

害程度区分は，区分 2 が 2 名，区分 3 が

1 名であった。また，日中活動先は 1 名

があり (就労支援事業所 )であったが，2

名はなしの状態であった。 

対象者によって語られた支援における

困難は，食事面では食器洗いに関するこ

と，食事量に関することが挙げられた。

衛生管理については，支援の提供に関す

ることが 1 件，偏りに関することが 1 件

であった。人とのかかわりについては，

他の利用者とのコミュニケーションに関

することが 5 件，支援者とのコミュニケ

ーションに関することが 1 件であった。
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その他，支援の提供に関することが 1 件，

物事の捉え方に関することが 2 件，こだ

わりに関することが 1 件であった。効果

が見られた支援に関しては，ルールの設

定が 3 件，視覚情報の活用が 2 件挙げら

れた。困難を解決する上で必要な方策と

して，知識の獲得が 2 件，専門性の向上

が 1 件挙げられた。 

 

7. 名古屋市での一人暮らしに対する支

援ニーズ把握のための取組（辻井正次） 

前年度より一人暮らしを継続して続け

ている成人の発達障害者2名を対象とし，

「食事」，「衛生管理」，「健康管理」，「金

銭管理」，「余暇」について面接調査を行

った。 

整理整頓については，個々で片付けの

状態は異なるが，衛生面や種類ごとに片

づけができるようにしていくこと，女性

の場合は生理用品や下着類などは他者の

目につかないところに片付けたほうがよ

いこと，掃除のタイミング，器具の扱い

など，わからないことについては，教え

てできるようにすることやその後も定期

的な確認は必要になることが確認された。 

 さらに，本調査では，就労している発

達障害者への障害支援区分の反映状況を

検討するため，就労している発達障害者

（自閉症スペクトラム障害）3名とその

母親に対して面接調査を行った。 

 本人と家族の間でも評価が異なる部分

も見られた。例えば，本人は「できる」

や（問題行動の項目では）「ない」と回答

しているものに対して母親は「部分的な

支援が必要」や（問題行動の項目では）

「ある」と回答している項目が複数あっ

た。感覚過敏などが背景にある場合は，

環境的に嫌な感覚を排除していることも

あり，「感覚過敏は克服した」と思ってい

る部分もあった。本人が苦手なことは避

けてしていないことや，適切にできてい

なくてもその行動を取っていれば，困る

こともなく，できているという評価にな

っていた。 

 

8. 自閉スペクトラム症の成人における

障害支援区分判定の妥当性に関する

検証（辻井正次・萩原 拓・鈴木勝昭・

肥後祥治） 

自閉スペクトラム症（以下，ASD）を対

象として，認定されている障害支援区分

と適応行動および不適応行動のレベルの

関連性を明らかにすることを通じ，聖人

の ASD 者が判定されている障害支援区分

の妥当性を検証した。 

日常生活スキル・コミュニケーション

スキル・不適応行動と障害支援区分の関

連を明らかにするため，性別，年齢，

Vineland-II 適応行動尺度の下位領域（日

常生活スキル領域，コミュニケーション

領域，不適応行動領域）の標準得点，性

別，年齢を独立変数(Step1 には性別およ

び年齢を，Step2 には各領域の標準得点

を投入した)，障害支援区分を従属変数と

する階層的重回帰分析を行った。その結

果，不適応行動領域が有意な正の効果

(β=.588, p<.001)を示し，コミュニケーシ

ョン領域の主効果は，負の方向に有意傾

向を示した(β=-.248, p<.10)。さらに，各

領域の標準得点を各下位尺度の V評価点

に変え，同様の分析を行った。その際，

Step1 には性別および年齢を，Step2 に
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は各下位尺度の V 評価点を投入した。そ

の結果，受容言語が有意な負の効果

(β=-.538, p<.05)を示したが，他の変数の

効果は認められなかった。 

 

9. 自閉スペクトラム症の成人における

Quality of Life と適応・不適応行動と

の関連（辻井正次・鈴木勝昭・肥後祥

治・萩原 拓） 

自己評定尺度を用い Quality of Life を，

日本語版 Vineland-II 適応行動尺度を用い

て成人 ASD 者の適応行動および不適応

行動を評定した。QOL と適応行動の間に

は有意な相関は認められなかった（QOL

－適応行動 r=.052，QOL－コミュニケー

ション r=-.093，QOL－日常生活スキル

r=.117，QOL－社会性 r=.097，すべて p 

> .05）。不適応行動と QOL の相関に関し

ては，QOL と不適応行動の間に，有意な

中程度の負の相関が認められた（r=.-.404, 

p <.01）。そこで，適応行動および不適応

行動と QOL のより直接的な関連を検討

するため，QOL(全体)の得点を従属変数，

適応行動と不適応行動の領域合計の標準

得点/V 評価点，年齢，性別を独立変数と

する階層的重回帰分析を行ったところ，

不適応行動は QOL に有意な負の効果

(β=-.389, p<.01)を示したが，適応行動は

QOL に 有 意 な 効 果を 示 さ なか っ た

(β=-.002, p>.05)。適応行動領域および不

適応行動領域の各下位領域（コミュニケ

ーション領域，日常生活領域，社会性領

域，内在化問題，外在化問題）を独立変

数に変え，同様の分析を行った。その結

果，いずれの下位領域も有意な効果を示

さなかった (コミュニケーション領域

β=-.070, p>05; 日常生活領域 β=.165, 

p>.05; 社会性領域 β=-.071, p>.05; 内在

化 問 題 β=-.253, p>.05; 外 在 化 問 題

β=-.141, p>.05)。 

 

10. 成人の自閉スペクトラム症者におけ

る適応行動および日常生活スキルと

メンタルヘルスの関連性（辻井正

次・肥後祥治・萩原 拓・鈴木勝昭） 

日本語版 Vineland-II 適応行動尺度を用

いて成人 ASD 者の適応行動および不適

応行動を評定し，メンタルヘルスの状態

は自己評定(K-10 および MHI-5)と他者評

定(日本語版 Vineland-II 適応行動尺度の

内在化問題)により測定した。日常生活ス

キル領域の得点を従属変数，対象者の属

性（年齢・性別・診断内容）と K-10 の

得点，Vineland-II 内在化問題の V 評価

点，内在化問題×K-10 の交互作用を独立

変数とする重回帰分析を行ったところ，

日常生活スキル領域では，内在化問題と

K-10 の交互作用の効果が有意であった

(β=-.292, p<.05)。単純傾斜を検証したと

ころ，K-10 において高い得点を示す（平

均値よりも 1SD 高い得点を示す）成人

ASD 者において，他者評価（Vineland-II

の内在化問題）の有意な負の効果が認め

られたが(t=-.219, p<.05)。K-10 において

低い得点を示す（平均値よりも 1SD 低い

得点を示す）成人 ASD 者では，他者評価

の 効 果 は 認 め ら れ な か っ た (t=0.49, 

p>.05)。 

 

11. 発達障害のある成人に対する生活支

援におけるガイドラインの作成(肥後祥

治・岸川朋子) 
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 本事業における 3 年間の調査では，全

国でも先駆的に発達障害者のグループホ

ームでの生活支援の実践をしてきている

神奈川県横浜市と滋賀県近江八幡市と発

達障害者に対して生活や余暇に関する支

援プログラムを実施している愛知県名古

屋市で，発達障害者本人や支援者からの

ヒアリングや質問紙調査などを行ってき

た。また，現場におけるアセスメントや

評価の項目と事例についても回答しても

らい，それらの結果を集約し，生活にお

ける課題と必要な支援について検討を行

った。グループホームでは，食事などは

共同スペースで一緒に取ることもあるた

め，対人関係のトラブルは起きやすい。

支援者が入居者の支援で発達障害者に対

して困難さを感じていることについては，

食事中では，一方的に話し続けることや

食事の量の調整が難しく，指示も入りづ

らいということであった。また部屋の片

づけが苦手であるが，他者が片づけを手

伝うことも拒むため，部屋の中が散らか

っていってしまうというケースも少なく

ない。また身だしなみでは寝ぐせや服の

はみ出しについて指摘してもなかなかで

きないこと，生活のリズムが崩れてしま

いがちになることなどが挙がっていた。

そして他の入居者とのトラブルについて

も，対応の仕方が分からず困っていると

いう回答が多かった。入居者に対して，

指摘などをすることが入居者本人のスト

レスになり，支援者の指示を拒むように

なり，関われなくなってしまうようであ

る。そのためか発達障害者への支援をど

うしてよいかわからないという支援者が

多く，専門家によるコンサルテーション

やアドバイスの必要性を挙げている。 

 

D & E. 全体の考察と結論 

平成 24 年度調査 

成人期の発達障害者の地域生活支援は

十分ではない。本研究では，すでに成人

期以降の発達障害者の生活支援や就労支

援の取り組みを模索している横浜市と滋

賀県，それに名古屋の NPO 法人アスペ・

エルデの会の 3 カ所での実際の取り組み

の評価をしつつ，成人期の発達障害者の

地域生活支援における支援ニーズや医療

的ニーズを調査した。 

実態把握調査から，成人期の発達障害

者の中には一人暮らしを希望する人が半

数近くいるが，その発達特性によって地

域で生活していくためにはサポートを必

要としていること，精神疾患の合併が疑

われる場合も少なくないことが明らかと

なり，医療的ケアも含めた生活のサポー

ト体制の構築の必要性が明らかとなった。

また，各地域での一人暮らし支援の取り

組みを評価した結果，支援ニーズや課題

などの共通点が明らかとなった。平成 24

年度の取り組みから，一人暮らし支援を

行う上で，どのような点で支援が必要な

のか，どのような部分はサポートの仕方

次第で自ら適応することができるように

なり，どのような部分が継続したサポー

ト体制が必要なのかということへの示唆

が得られた。これらの成果に基づき，制

度としてどのようなことへどのような形

でサポートを提供していくのかというこ

とをまとめ，現状ある福祉サービスのメ

ニューに，新しい具体的かつ効果的なメ

ニューを構築していくことの必要性が明
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らかとなった。 

 

平成 25 年度調査 

 成人期の発達障害者の地域生活支援は

十分ではない。本研究は３領域にわたる

調査を行い，成人期の発達障害者の地域

生活支援における専門機関の現状や問題，

一人暮らしやグループホームに居住する

成人の発達障害者が直面している困難さ

を把握することを目的とした。 

 成人の発達障害者の支援を行う専門支

援機関（発達障害者支援センター，障害

者就業・生活支援センター，精神保健福

祉センター，ジョグカフェ／サポステ）

では，人とのかかわりに関する相談が多

く寄せられていた。これに沿うように，

グループホームの支援者からは，多くの

入居者は対人トラブルを抱えている状況

にあることが確認されている。このこと

から，就労の有無に関わらず，成人の発

達障害者への支援として，人とのかかわ

りに関する支援や指導は不可欠であるこ

とが明らかとなった。 

 また一人暮らしをする成人の発達障害

者やグループホームの入居者には，生活

リズムや整理整頓といった生活する上で

必要となるスキル不足に関連する困難が

挙げられた。多くの専門支援機関でも，

成人の発達障害者に対してこれらの生活

スキルの支援や指導を行う必要があるこ

とは理解されていた。しかしながら，こ

れらの専門支援機関における多くの施設

では，実際に成人の発達障害者に対して

生活スキルの支援・指導されておらず，

成人の発達障害者が適切な日常生活を営

む上で必要される生活スキルの支援を受

ける機会が限られていることが明らかと

なった。これを踏まえると，今後，成人

期の発達障害者の効果的な支援施策とし

て，生活スキルに対する訓練や教育の拡

充を図る必要があると考えられる。 

 異なる地域で実施されたグループホー

ムの支援者に対する調査からは，いずれ

も支援者側の疲弊が明らかとなった。さ

らにグループホームの支援者は，専門家

による成人発達障害者に対する研修や支

援者に対するSVなどの支援を必要とし

ていることも浮き彫りとなった。この結

果から，入居者への支援だけではなく，

支援者側への適切な支援を確保する環境

整備や，定期的に専門機関のスタッフや

専門家をグループホームに派遣するシス

テムの構築など，支援者側へのサポート

を強化することで間接的に成人の発達障

害者を支援する必要があることが明らか

となった。 

 

平成 26 年度調査 

 障害支援区分程度の判定は，移動や動

作等に関連する項目，②身の回りの世話

や日常生活等に関する項目，③意思疎通

等に関連する項目，④行動障害に関連す

る項目，⑤特別な医療に関連する項目の

聞き取り面接によって行われるが，調査

１の結果，国内で標準化されている日本

語版 Vineland-II 適応行動尺度よって評

定された成人 ASD 者のコミュニケーシ

ョンスキルと不適応行動のレベルは，成

人 ASD 者が認定されている障害程度区

分程度に反映されていることが示唆され

た。しかし一方で，対象であった成人

ASD 者の日常生活を熟知している第 3
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者（親，支援者，世話人）が評定した彼

らの日常生活スキルのレベルは，判定さ

れている障害支援区分程度と関連性がな

かったことから，成人 ASD 者における

日常生活スキルのレベルは，障害支援区

分程度には適切に反映されていないと思

われる。さらに，これらの結果を支持す

るように，不適応行動のレベルとコミュ

ニケーションスキル（特に，受容言語に

関するスキル）は障害支援区分程度を説

明する変数であったが，日常生活スキル

の各下位尺度の得点では障害支援区分の

程度は説明できなかった。以上の結果を

踏まえると，成人 ASD 者における障害

支援区分の判定作業では，彼らの日常生

活スキルの欠如が適切に評定されておら

ず，それゆえに，妥当な障害支援区分の

判定が行われていない可能性が考えられ

る。 

 調査 2では，成人 ASD者における QOL

と適応・不適応行動の関連を検証するこ

とが目的であった。QOL に関しては，本

研究の対象である成人 ASD 者は，先行

研究で報告されている一般成人と同水準

の QOL を示した。適応・不適応行動に

関しては，診断名，年齢，性別に関わり

なく，成人 ASD 者は適応行動のレベル

が低く，不適応行動のレベルが高いこと

が認められた。QOL と適応・不適応行動

の関連については，QOL と適応行動の間

には関連は認められなかったが，不適応

行動のレベルは QOL に負の効果を及ぼ

すことが見出された。このことから，成

人 ASD 者が自身の生活に対して充足感

を得るためには，不適応行動，内在化問

題や外在化問題の減弱を効果的に図るこ

とが重要であると考えられる。 

調査 3 では，適応行動/日常生活スキル

のレベルとメンタルヘルスの状態の関連

性を検証した。成人 ASD 者は，同年代

の一般成人と比較して，適応行動や日常

生活スキルの行動レベルが著しく低いこ

とが確認された。平成 24 年度の調査で

は，対象となった ASD を含む発達障害

の診断を受けている成人のおよそ 7 割は

調査時点で親と同居しており，さらに，

親亡き後の生活では対象のおよそ 4 割が

「一人暮らし」を希望している。さらに，

対象のおよそ 1/3 は親亡き後の生活を

「自宅」と希望していたが，この中には，

現実的に生活形態が「一人暮らし」とな

るものがいよう。平成 24 年度調査が示

した成人発達障害者の今後の生活の希望

と，平成 26 年度の調査 3 の結果（成人

ASD 者の適応行動や日常生活スキルに

関する行動レベルの低さ）の間には，成

人の発達障害者が抱える「希望」と「現

実」の乖離が見て取れる。さらに，この

課題の経穴手段の一つである，成人発達

障害者やその家族が利用する公的な支援

機関では，成人の発達障害者に対して生

活スキルの支援・指導されていない状況

にあることが平成 25 年度調査から明ら

かになっている。それゆえ，ASD を含む

発達障害の診断を受ける成人が将来にわ

たって安定し自立した生活をするために

は，発達障害児者が利用できる全国の諸

機関・施設において，発達の早い時期か

ら日常生活スキルなどの適応行動に関す

るトレーニングを施すことが不可欠であ

り，そうすることで，将来，成人の発達

障害者が生活保護や福祉的な支援に頼ら
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ず自立した生活が可能となると思われる。 

また世界的な基準を満たす 2 種類の尺

度を用いて，成人 ASD 者の内在化症状

の状態を評定したところ，いずれの尺度

においても，メンタルヘルスの問題が疑

われた者は全体の 3/4 以上に及ぶことが

確認された。これらの結果は，平成 24

年度に行った調査結果（K-10 において，

調査対象の 35.6%がカットオフ値以上の

得点を示した）を支持するものであり，

成人の ASD 者においてメンタルヘルス

の問題は喫緊の課題であることが明らか

である。 

さらに，調査 3 では，適応行動・日常

生活スキルと内在化症状の関連を検証し

た。分析の結果，抑うつや不安症状を初

めとする内在化症状が悪化することで，

成人 ASD 者が示す日常生活スキルに関

する行動レベルが低下することが認めら

れた。このことから，成人 ASD 者の適

応行動や日常生活スキルのレベルの向上

を図る上では，職業訓練などの行動的な

トレーニングが必要であるとともに，成

人 ASD 者のメンタルヘルスの状態を改

善することも重要な課題であることが示

唆された。 

最後に，これまでの調査から成人期の

発達障害者の生活課題を整理するととも

に，生活の目標となる基準と支援の内容

や方法についてガイドラインとしてまと

めた。このガイドラインでは，発達障害

の人の生活支援として，グループホーム

や一人暮らしに対する支援などを事業と

して運営するに当たり，基本的な方針を

示し，サービスの質の確保と向上を図る

ことを目的としている。作成したガイド

ラインでは，「生活習慣」「体調管理」「金

銭管理」「所持品管理」「感情コントロー

ル」「対人関係・コミュニケーション」「住

環境の整備」「地域生活」「外出」「余暇」

「その他」の領域に分け，各領域で項目

を出し，本人の生活の基準を挙げた。一

方で，発達障害者一人ひとりの状況や障

害特性，求めている生活の在り方などは

異なるため，個々のニーズに合わせた支

援が必要であり，そのために実践できる

人材と体制の整備が必要である。支援者

が一人で抱え込むのではなく，法人や事

業所として，または他機関などの連携も

図りながら取り組み，地域のネットワー

クを作っていきながら，地域で発達障害

者含め障害のある人たちの支援の仕組み

を築いていくことがその先に求められて

いる。今回は，先駆的に実践していると

ころの事例などを中心にまとめたため，

今後は，全国の実態を把握し整理しなが

ら，ガイドラインを作成していく必要が

ある。地域によってニーズも支援体制や

社会資源も異なるため，共通して整備し

ておくことを明確にし，発達障害者も必

要な支援を利用しながらグループホーム

や一人暮らしができるように早急な対応

が求められる。 
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